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 抗告人らは，以下のとおり抗告理由を補充する。 

１ 経済産業大臣は，定期検査終了証の交付が行政処分であると認識していること

について 

「電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等」（平成１２年５

月２９日資第１６号）は，電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）に基づく経

済産業大臣の処分に係る行政手続法（平成５年法律第８８号）第５条第１項の規

定による審査基準及び第１２条第１項の規定による処分の基準を定めたものであ

り，電気事業法第５４条第１項の規定による定期検査に係る審査基準は，「第１ 申

請に対する処分」中の「１．審査基準」の一つとして記載されている。すなわち，

経済産業大臣は，定期検査は，行政手続法第二章にいう「申請」であり，定期検

査終了証を交付するか否かは，申請に対する「処分」であるとの認識を前提に，

同法５条１項にしたがい，「審査基準」を定めたのである。 

経済産業大臣自身が，上記の訓令を制定した以上，相手方が，本件申立てにお

いて，それと異なる主張をすることは許されるべきでない。また，裁判所も，相

手方の行政庁である経済産業大臣が定めた上記訓令と整合する法解釈をすべきも

のである。 

２ 最高裁判決に基づく検討 

 (1) 最高裁判所平成１７年７月１５日第二小法廷判決（民集５９巻６号１６６１

頁参照）は，医療法（平成９年法律第１２５号による改正前のもの）３０条の

７の規定に基づき都道府県知事が病院を開設しようとする者に対して行う病院

開設中止の勧告を抗告訴訟の対象となる行政処分に当たると認めた。 

 (2) 上記勧告は，相手方に任意の協力を求める行政指導であり，非権力的な事実

行為であって，通常は処分ではない。相手方がこれに従わないからといって，

法令上は相手方に何らの不利益も生じない。しかし，最高裁は，病院を開設し

ようとする者がこれに従わない場合には，相当程度の確実さをもって，病院を

開設しても保険医療機関の指定を受けることができなくなるという結果をもた

らすこと，その場合，実際上病院の開設自体を断念せざるを得なくなるという
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重大な結果に至ることに着目し，この勧告は，行訴法３条２項にいう「行政庁

の処分その他公権力の行使に当たる行為」に当たると解するのが相当であると

判断したのである。 

 (3) 本件においてこれをみるに，定期検査の一環としてのいわゆる調整運転に入

った原子炉について，経済産業大臣が定期検査終了証を交付しない場合，電力

会社は，（調整運転名目での）運転を続けることが法令上は可能であるとして

も（抗告人らは，調整運転が定期検査の一環として定められている（電気事業

法施行規則９０条の２第５号）以上，調整運転名目での運転が許容されるのは，

検査のために必要な合理的な期間に限られると解するが），市民からは，当該

原子炉が技術基準に適合しないものではないとの経済産業大臣の判断がないの

に，事実上の営業運転を続けているものとみなされ（実質的には，自動車の無

車検運転と同様であると評価されるであろう。），社会的に強い非難にさらさ

れるから，これを継続することは，事実上不可能である（平成２３年７月に大

飯原発１号機と泊原発３号機が約４か月にわたって調整運転を続けていたこと

が社会的問題になったことを想起されたい。）。これに対し，定期検査終了証

が交付されれば，電力会社は，堂々と（営業運転の名目で）運転を続けること

ができ，トラブルがない限り，今後１３か月間は，原発を停止するリスクを免

れることができるのである。 

上記最高裁判決の事例では，病院開設の中止勧告という事実行為が，病院を

開設しようとする者に，相当程度の確実さをもって，病院の開設自体を断念せ

ざるを得なくなるという重大な不利益を招くのであり，本件では，定期検査終

了証の交付という事実行為が，電力会社に，確実に，当該原子炉について今後

１３か月の運転継続を可能にするという重大な利益を招くのである。 

 (4) そうすると，上記最高裁判決の趣旨にしたがっても，経済産業大臣の定期検

査終了証の交付は，行政処分であると認められるべきである。 

３ なお，相手方も電力会社も，従前，調整運転と営業運転を全く異なるものと捉

えていたことは明らかである。その証拠として，平成５年版「原子力白書」を提
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出する（疎甲３６）。その１１６頁において，「運転月数」は，「定期検査終了

から次回定期検査開始による発電停止までの期間」として捉えられていて，調整

運転は含まれていない。 

４ 最後に 

野田首相は，平成２４年５月１７日にＮＨＫの番組に出演し，「大飯原発３，

４号機の再稼動の判断の時期は近い。」と述べた。免震重要棟の建設，防潮堤の

かさ上げ，フィルター付きベントの設置等の重要な対策をすべて先送りにしなが

ら，再稼動に前のめりに進もうとする政府の姿勢は変わらない。ＦＯ－Ａ断層・

ＦＯ－Ｂ断層・熊川断層の３連動の可能性の問題，３連動した場合の想定地震動

の評価の問題，その場合の制御棒挿入時間の問題，おおい町民の避難ルートを複

線化する問題，大飯原発の斜面の崩落の危険性の問題等，大飯原発を巡る問題点

は山積みであり，市民の間に再稼動に対する不安の声が広範に拡がっているが，

政府にこれらの声に耳を傾けようとする姿勢があるとは到底思えない。今の我が

国の政治状況において，行政部門の暴走を止めることができるのは司法しかない。

これは，我が国の破局を救うことができるのは司法しかないということである。 

早急な決定を求める。 

以上 


